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（単位：千円）

金　　額 増減率(％)

一般会計 10,290,000 12,540,000 △ 2,250,000 △ 17.9

国民健康保険特別会計 1,255,000 1,372,000 △ 117,000 △ 8.5

介護保険特別会計 2,053,300 2,097,300 △ 44,000 △ 2.1

後期高齢者医療特別会計 282,200 219,800 62,400 28.4

再生可能エネルギー事業特別会計 246,000 277,000 △ 31,000 △ 11.2

育英資金特別会計 13,830 13,230 600 4.5

診療所特別会計 17,260 16,540 720 4.4

住宅新築資金等貸付事業特別会計 400 370 30 8.1

吉川財産区管理会特別会計 27,990 28,200 △ 210 △ 0.7

賀陽財産区管理会特別会計 23,620 23,620 0 0.0

     合　　　計 14,209,600 16,588,060 △ 2,378,460 △ 14.3

上水道事業会計
　　　　　　収益的収入

773,284 808,821 △ 35,537 △ 4.4

　　  支出 772,968 807,739 △ 34,771 △ 4.3

　　資本的収入 104,046 78,565 25,481 32.4

　　     支出 170,327 218,404 △ 48,077 △ 22.0

下水道事業会計
　　　　　　収益的収入

308,118 289,305 18,813 6.5

　　  支出 307,400 287,525 19,875 6.9

　　資本的収入 229,536 114,071 115,465 101.2

　　     支出 265,237 136,251 128,986 94.7

１　一般会計及び特別会計予算総括表

　  会   計   区   分
令和８年度
当初予算額

令和７年度
当初予算額

比　　　較
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（単位：千円）

予算額 構成比（％） 予算額 構成比（％） 金　　額 増減率(％)

１．自主財源 3,194,313 31.0 5,358,518 42.7 △ 2,164,205 △ 40.4

  （１）町税 1,322,288 12.8 1,338,840 10.7 △ 16,552 △ 1.2

  （２）分担金及び負担金 63,905 0.6 71,708 0.6 △ 7,803 △ 10.9

  （３）使用料及び手数料 101,696 1.0 94,858 0.7 6,838 7.2

  （４）財産収入 24,885 0.2 17,897 0.1 6,988 39.0

  （５）寄附金 2,000 0.1 2,074,520 16.6 △ 2,072,520 △ 99.9

  （６）繰入金 1,422,423 13.8 1,473,225 11.7 △ 50,802 △ 3.4

  （７）繰越金 100,000 1.0 100,000 0.8 0 0.0

  （８）諸収入 157,116 1.5 187,470 1.5 △ 30,354 △ 16.2

２．依存財源 7,095,687 69.0 7,181,482 57.3 △ 85,795 △ 1.2

  （１）地方譲与税 160,481 1.6 166,868 1.3 △ 6,387 △ 3.8

  （２）利子割交付金 2,093 0.0 600 0.0 1,493 248.8

  （３）配当割交付金 10,227 0.1 8,290 0.1 1,937 23.4

  （４）株式等譲渡所得
割交付金

14,310 0.1 13,023 0.1 1,287 9.9

  （５）地方消費税交付金 293,820 2.9 280,824 2.2 12,996 4.6

  （６）法人事業税
　　　　交付金

29,280 0.3 29,506 0.2 △ 226 △ 0.8

　（７）ゴルフ場利用
税交付金

10 0.0 1,500 0.0 △ 1,490 △ 99.3

  （８）地方特例交付金 4,263 0.0 4,370 0.0 △ 107 △ 2.4

　（９）地方交付税 4,183,828 40.7 4,148,438 33.1 35,390 0.9

（１０）環境性能割交付
金

15,582 0.2 21,725 0.2 △ 6,143 △ 28.3

（１１）交通安全対策特
別交付金

900 0.0 900 0.0 0 0.0

（１２）国庫支出金 683,533 6.6 1,012,881 8.2 △ 329,348 △ 32.5

（１３）県支出金 937,760 9.1 975,157 7.8 △ 37,397 △ 3.8

（１４）町債 759,600 7.4 517,400 4.1 242,200 46.8

    歳　入　合　計 10,290,000 100.0 12,540,000 100.0 △ 2,250,000 △ 17.9

２　一般会計歳入財源調

区　　　  分
令和８年度当初 比　　　　較令和７年度当初
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自主財源

31.0%

依存財源

69.0%

町税

12.8%

分担金及び負担金

0.6%

使用料及び手数料

1.0%

財産収入

0.2%

寄附金

0.1%

繰入金

13.8%

繰越金

1.0%

諸収入

1.5%

地方譲与税

1.6%

配当割交付金

0.1%

株式等譲渡所得割交付金

0.1%

地方消費税交付金

2.9%

法人事業税交付金

0.3%

地方交付税

40.7%

環境性能割交付金

0.2%

国庫支出金

6.6%

県支出金

9.1%

町債

7.4%

＜＜歳歳入入のの構構成成内内訳訳＞＞

歳 入
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＜＜歳歳入入のの年年度度比比較較＞＞

令和6年度

令和7年度

令和8年度
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（単位：千円）

 金　　　額  増減率（％）

１．町　民　税 437,212 435,027 2,185 0.5

　（１）個人 384,951 377,562 7,389 2.0

  （２）法人 52,261 57,465 △ 5,204 △ 9.1

２．固定資産税 779,814 796,702 △ 16,888 △ 2.1

　（１）固定資産税 761,269 778,138 △ 16,869 △ 2.2

　（２）交付金及び納付金 18,545 18,564 △ 19 △ 0.1

３．軽自動車税 55,482 57,263 △ 1,781 △ 3.1

４．町たばこ税 49,731 49,814 △ 83 △ 0.2

５．特別土地保有税 1 1 0 0.0

６．入　湯　税 48 33 15 45.5

合　　　計 1,322,288 1,338,840 △ 16,552 △ 1.2

３　町　税　の　調

会  計  区  分
令和８年度
当初予算額

令和７年度
当初予算額

比 較
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271198
274648
94897
118340

個人町民税

29.1%

法人町民税

4.0%
固定資産税

57.6%

交付金及び納付金

1.4%

軽自動車税

4.2%

町たばこ税

特別土地保有税

入湯税 3.7%

＜＜町町税税のの構構成成比比＞＞

町税
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百万円

＜＜町町税税のの年年度度比比較較＞＞

令和6年度

令和7年度

令和8年度
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（単位：千円）

予算額 構成比（％） 予算額 構成比（％） 金　　額 増減率(％)

１． 議 会 費 85,728 0.8 93,102 0.8 △ 7,374 △ 7.9

２． 総 務 費 1,955,761 19.0 4,235,468 33.8 △ 2,279,707 △ 53.8

３． 民 生 費 2,616,413 25.4 2,669,086 21.4 △ 52,673 △ 2.0

４． 衛 生 費 877,214 8.5 865,914 6.9 11,300 1.3

５． 労 働 費 3,201 0.0 4,038 0.0 △ 837 △ 20.7

６． 農 林 業 費 1,235,162 12.0 1,388,235 11.1 △ 153,073 △ 11.0

７． 商 工 費 190,626 1.9 252,058 2.0 △ 61,432 △ 24.4

８． 土 木 費 600,755 5.8 539,706 4.3 61,049 11.3

９． 消 防 費 513,381 5.0 466,050 3.7 47,331 10.2

１０． 教 育 費 1,102,039 10.7 971,845 7.7 130,194 13.4

１１． 災 害 復 旧 費 17,872 0.2 16,193 0.1 1,679 10.4

１２． 公 債 費 962,469 9.4 923,077 7.3 39,392 4.3

１３． 諸 支 出 金 113,379 1.1 105,228 0.8 8,151 7.7

１４． 予 備 費 16,000 0.2 10,000 0.1 6,000 60.0

10,290,000 100.0 12,540,000 100.0 △ 2,250,000 △ 17.9

４　一般会計歳出目的別調

歳　出　合　計

令和８年度当初 令和７年度当初 比　　　　較
区　　  分
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※※デデーータタララベベルルにに数数値値がが反反映映ししなないいののでで修修正正注注意意！！！！

議会費

0.8%

総務費

19.0%

民生費

25.4%

衛生費

8.5%

農林業費

12.0%
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5.8%
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5.0％

教育費

10.7%
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9.4%
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0.2%
＜＜目目的的別別歳歳出出のの構構成成比比＞＞

歳 出
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諸支出金
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＜＜目目的的別別歳歳出出のの年年度度比比較較＞＞

令和6年度

令和7年度

令和8年度
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（単位：千円）

予算額 構成比（％） 予算額 構成比（％） 金　　額 増減率(％)

人 件 費 2,077,795 20.2 2,047,375 16.3 30,420 1.5

扶 助 費 942,465 9.2 984,654 7.9 △ 42,189 △ 4.3

公 債 費 962,469 9.4 923,077 7.4 39,392 4.3

計 3,982,729 38.8 3,955,106 31.6 27,623 0.7

物 件 費 2,123,328 20.6 2,559,329 20.4 △ 436,001 △ 17.0

維 持 補 修 費 98,397 1.0 137,507 1.1 △ 39,110 △ 28.4

補 助 費 等 2,389,092 23.2 3,164,254 25.2 △ 775,162 △ 24.5

貸 付 金 39,571 0.4 41,469 0.3 △ 1,898 △ 4.6

積 立 金 119,649 1.2 1,169,237 9.3 △ 1,049,588 △ 89.8

投資及び出資金 97,681 0.9 145,906 1.2 △ 48,225 △ 33.1

繰 出 金 734,486 7.0 710,923 5.6 23,563 3.3

小 計 5,602,204 54.3 7,928,625 63.1 △ 2,326,421 △ 29.3

普通建設事業費 658,695 6.4 614,576 4.9 44,119 7.2

災害復旧事業費 30,372 0.3 31,693 0.3 △ 1,321 △ 4.2

小 計 689,067 6.7 646,269 5.2 42,798 6.6

計 6,291,271 61.0 8,574,894 68.3 △ 2,283,623 △ 26.6

16,000 0.2 10,000 0.1 6,000 60.0

10,290,000 100.0 12,540,000 100.0 △ 2,250,000 △ 17.9合 計

予 備 費

義
務
的
経
費

５　一般会計歳出性質別調

令和８年度当初 令和７年度当初 比　　　　較
区　　  分

任

意
　
的
　
経
　
費
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（単位：千円）

予算額 構成比（％） 予算額 構成比（％） 金　　額 増減率(％)

人 件 費 2,077,795 20.2 2,047,375 16.3 30,420 1.5

扶 助 費 942,465 9.2 984,654 7.9 △ 42,189 △ 4.3

公 債 費 962,469 9.4 923,077 7.4 39,392 4.3

計 3,982,729 38.8 3,955,106 31.6 27,623 0.7

物 件 費 2,123,328 20.6 2,559,329 20.4 △ 436,001 △ 17.0

維 持 補 修 費 98,397 1.0 137,507 1.1 △ 39,110 △ 28.4

補 助 費 等 2,389,092 23.2 3,164,254 25.2 △ 775,162 △ 24.5

貸 付 金 39,571 0.4 41,469 0.3 △ 1,898 △ 4.6

積 立 金 119,649 1.2 1,169,237 9.3 △ 1,049,588 △ 89.8

投資及び出資金 97,681 0.9 145,906 1.2 △ 48,225 △ 33.1

繰 出 金 734,486 7.0 710,923 5.6 23,563 3.3

小 計 5,602,204 54.3 7,928,625 63.1 △ 2,326,421 △ 29.3

普通建設事業費 658,695 6.4 614,576 4.9 44,119 7.2

災害復旧事業費 30,372 0.3 31,693 0.3 △ 1,321 △ 4.2

小 計 689,067 6.7 646,269 5.2 42,798 6.6

計 6,291,271 61.0 8,574,894 68.3 △ 2,283,623 △ 26.6

16,000 0.2 10,000 0.1 6,000 60.0

10,290,000 100.0 12,540,000 100.0 △ 2,250,000 △ 17.9合 計

予 備 費

義
務
的
経
費

５　一般会計歳出性質別調

令和８年度当初 令和７年度当初 比　　　　較
区　　  分

任

意
　
的
　
経
　
費
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※※デデーータタララベベルルにに数数値値がが反反映映さされれなないいののでで修修正正注注意意！！！！

人件費

20.2%

扶助費
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公債費
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＜＜性性質質別別歳歳出出のの構構成成比比＞＞

歳 出
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百万円

＜＜性性質質別別歳歳出出のの年年度度比比較較＞＞

令和6年度

令和7年度

令和8年度
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本年度
予算額

前年度
予算額

内　　　　　　　　　　容
予算書
ページ

こども家庭セン
ター事業

2,273 2,315
子ども家庭支援員を配置し、児童及び保護者の実
情把握、相談対応、情報提供、関係機関との情報
共有や連絡調整を行います。

75

小児等医療費 40,315 39,946
満18歳まで（満18歳になった日の年度末まで）の
子どもの医療費を無料化します。

75-76

子育て短期支援事
業

111 285
家庭で子どもを養育することが困難になった場合
に児童養護施設で一時的に養育支援します。

76

子育て世帯応援金 8,000 11,800

子育て世帯応援金を支給します。
第１子100万円（出生時30万円､3歳時20万円､小学
校等入学時50万円）、第２子以降30万円（出生時
30万円）

76

児童発達支援事業 360 1,000 就学前の発達障害児の療育支援を行います。 76

児童手当支給事業 171,450 228,614

高校生年代までの子どもの養育者に児童手当を支
給します。（所得制限無）
  3歳未満            ：第1､2子15,000円
  3歳以上小学校修了前：第1､2子10,000円
  中学生・高校生　　 ：第1､2子10,000円
  第3子以降          ：一律30,000円

76

障害児支援事業 114,812 102,861
障害児の児童デイサービス費等の一部を助成しま
す。

76

ひとり親家庭等医
療費

1,303 1,340 ひとり親家庭等の医療費の一部を助成します。 76

放課後児童クラブ
運営事業

95,397 67,867

保護者が労働等で昼間家庭にいない小学生を対象
に、放課後に遊びと居場所を確保し、健全な育成
を図る事業の運営管理をします。（児童クラブ3
施設）

76-79

拡
充

子育て支援セン
ター事業

13,395 13,756
子育て支援センターの運営（子育てひろば、一時
保育）及びこども誰でも通園制度に係る必要な経
費です。

76-79

子どもひろば事業 19,084 17,387
子どもひろば「キッズパーク」、「にじいろ広
場」において、親子で遊び学ぶ場の提供、子育て
親子への支援を行います。

76-79

認定こども園運営
事業

394,596 391,055 認定こども園４園の運営に必要な経費です。 76-79

出産・子育て応援
事業 4,015 4,015

妊娠届出時から全ての妊婦・子育て家庭を対象に
相談支援を行います。また、妊娠届出時・出生届
出後に各5万円の計10万円を給付し経済的支援も
併せて行います。

80-82

通園費補助事業 1,556 1,596
町内の認定こども園に通園する児童の保護者に対
し、通園費用の負担軽減を図ります。

79

おむつサブスク業
務

2,754 1,967
町内の認定こども園に通園する児童の保護者に対
し、おむつ費用及びおむつを園へ持参することの
負担軽減を図ります。

78

認定こども園運営
支援事業

59,550 57,507
にこにこふたばこども園に対して運営費の給付等
を行います。

79

６　一般会計の主な事業

事　　業　　名
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本年度
予算額

前年度
予算額

内　　　　　　　　　　容
予算書
ページ

こども家庭セン
ター事業

2,273 2,315
子ども家庭支援員を配置し、児童及び保護者の実
情把握、相談対応、情報提供、関係機関との情報
共有や連絡調整を行います。

75

小児等医療費 40,315 39,946
満18歳まで（満18歳になった日の年度末まで）の
子どもの医療費を無料化します。

75-76

子育て短期支援事
業

111 285
家庭で子どもを養育することが困難になった場合
に児童養護施設で一時的に養育支援します。

76

子育て世帯応援金 8,000 11,800

子育て世帯応援金を支給します。
第１子100万円（出生時30万円､3歳時20万円､小学
校等入学時50万円）、第２子以降30万円（出生時
30万円）

76

児童発達支援事業 360 1,000 就学前の発達障害児の療育支援を行います。 76

児童手当支給事業 171,450 228,614

高校生年代までの子どもの養育者に児童手当を支
給します。（所得制限無）
  3歳未満            ：第1､2子15,000円
  3歳以上小学校修了前：第1､2子10,000円
  中学生・高校生　　 ：第1､2子10,000円
  第3子以降          ：一律30,000円

76

障害児支援事業 114,812 102,861
障害児の児童デイサービス費等の一部を助成しま
す。

76

ひとり親家庭等医
療費

1,303 1,340 ひとり親家庭等の医療費の一部を助成します。 76

放課後児童クラブ
運営事業

95,397 67,867

保護者が労働等で昼間家庭にいない小学生を対象
に、放課後に遊びと居場所を確保し、健全な育成
を図る事業の運営管理をします。（児童クラブ3
施設）

76-79

拡
充

子育て支援セン
ター事業

13,395 13,756
子育て支援センターの運営（子育てひろば、一時
保育）及びこども誰でも通園制度に係る必要な経
費です。

76-79

子どもひろば事業 19,084 17,387
子どもひろば「キッズパーク」、「にじいろ広
場」において、親子で遊び学ぶ場の提供、子育て
親子への支援を行います。

76-79

認定こども園運営
事業

394,596 391,055 認定こども園４園の運営に必要な経費です。 76-79

出産・子育て応援
事業 4,015 4,015

妊娠届出時から全ての妊婦・子育て家庭を対象に
相談支援を行います。また、妊娠届出時・出生届
出後に各5万円の計10万円を給付し経済的支援も
併せて行います。

80-82

通園費補助事業 1,556 1,596
町内の認定こども園に通園する児童の保護者に対
し、通園費用の負担軽減を図ります。

79

おむつサブスク業
務

2,754 1,967
町内の認定こども園に通園する児童の保護者に対
し、おむつ費用及びおむつを園へ持参することの
負担軽減を図ります。

78

認定こども園運営
支援事業

59,550 57,507
にこにこふたばこども園に対して運営費の給付等
を行います。

79

６　一般会計の主な事業

事　　業　　名

次次代代のの宝宝をを育育むむままちち　　～～子子育育てて・・教教育育・・文文化化分分野野 　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）
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産前産後子育て応
援事業

2,538 3,714
育児支援を必要とする妊産婦及び乳児を対象に、
育児・家事の援助や相談等を行います。

79-81

産後ケア事業 759 1,812
産後の母体管理や乳房ケア、乳児の発育チェック
や育児指導などを受けられるサービスを提供しま
す。

81

新生児誕生家庭育
児用品補助事業

700 800
新生児が誕生した家庭に必要となる育児用品の購
入費を助成します。（上限20,000円）

82

インターネット環
境整備補助金

200 400
小・中学校に在籍する児童生徒が家庭でインター
ネットを使用できるよう環境整備に係る経費を助
成します。

115

外国青年招致事業 16,323 17,382
小・中学校に外国語指導助手を配置するために必
要な経費です。

116

小学校費 200,603 227,647 町立３小学校の運営に必要な経費です。
116-
120

新
規

町内３小学校屋内
運動場エアコン
設置工事

189,356 0
近年の温暖化に伴う熱中症対策のため、町内３小
学校の体育館への空調設備の整備に必要な経費で
す。

118-
119

中学校費 86,201 123,098 加賀中学校の運営に必要な経費です。
120-
123

学校給食費無償化
事業

48,548 47,947
物価高騰などのなか、子育て世帯の負担軽減を図
るため、小・中学校の給食費を無償化します。

118・
131

地域未来塾運営事
業

24,188 26,261
中学生を対象にした公営学習塾の運営に必要な経
費です。

123-
126

アフタースクール
事業

9,542 16,518

放課後の町立3小学校において、地域住民や企
業・団体等を講師として招いて、子どもたちに
「生きる力」の育成と「気づきの場」となるよう
豊かな体験活動を実施します。

124-
125

公民館運営事業 81,964 102,524 町内の公民館10館の運営に必要な経費です。
126-
128

図書館運営事業 38,159 37,753 図書館2館の運営に必要な経費です。
128-
130

ややささししささああふふれれるるままちち　　～～保保健健・・医医療療・・福福祉祉分分野野　　

本年度
予算額

前年度
予算額

内　　　　　　　　　　容
予算書
ページ

成年後見制度利用
促進事業

278 398
吉備中央町成年後見相談センターにおいて、成年
後見制度の普及啓発を図ります。

68-69

配食サービス事業 7,979 7,636
調理が困難な高齢者等へ食事を配達するととも
に、安否確認を行います。

70

ふれあい交流事業 9,304 9,582
ふれあい荘で介護予防の活動を行います。（社会
福祉協議会委託）

70

福祉移送サービス
事業

18,000 16,805
要援護高齢者及び身体障害者など障害を有する方
の通院及び外出を支援するために、移送サービス
を実施します。

70

事　　業　　名
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老人保護措置事業 34,014 38,138
身体の衰えや家庭の事情、経済的な理由により居
宅において生活することが困難な高齢者を養護老
人ホームに入所措置し、生活の安定を図ります。

70-71

高齢者住宅改造整
備補助事業

666 999
介護認定を受けた方の住まいの改修に必要な費用
の一部を補助します。

71

老人クラブ活動促
進助成事業

1,898 1,916
老人クラブ連合会、単位老人クラブの活動費を助
成します。

71

家族介護用品支給
事業

836 924
要介護者を在宅介護している家族の負担を軽減す
るため、紙おむつなどの介護用品を支給します。

71

障害者医療事業 22,669 20,923 重度障害者の方の医療費を助成します。 71-72

自立支援給付事業 514,212 507,395
障害者の自立支援医療（心臓疾患・人工関節・人
工透析等）の給付及び福祉サービスの利用費、補
装具費の支給を行います。

71-72

地域生活支援事業 25,515 29,992
障害者及び障害児が自立した生活を営むため、地
域生活支援拠点等の運営、相談支援、日常生活用
具給付、移動支援等の事業を行います。

71-73

高齢者補聴器購入
費助成事業

1,000 1,000
高齢者が補聴器を購入した場合に、その費用の一
部を助成します。

73

特定疾患者等交通
費助成事業

3,864 4,704
人工透析患者の方等が通院する場合の交通費助成
を行います。

72

健康増進事業 2,462 2,998
健康教室、Ｃ型Ｂ型肝炎ウイルス検査、低所得世
帯の健康診査を実施します。

79-81

高齢者の保健事業
と介護予防の一体
的な実施事業

710 683
健康寿命の延伸を目指すため、高齢者の保健事業
と介護予防を一体的に実施します。

79-81

がん検診事業 15,079 14,553
乳・子宮・胃・大腸・肺・前立腺がん検診を実施
します。集団検診に加えて個別検診を実施してい
ます。

80-82

救急安心センター
事業

276 433

医療機関受診の必要性の要否等に関する電話を看
護師等が聞き取り、外傷の重症度や緊急性を把
握、救急要請の要否、応急手当の方法、適切な診
療科目及び医療機関案内等を短縮ダイヤルで行う
電話相談事業です。

80-82

母子一般事業 5,492 6,631

乳児健診､1歳6ｹ月児健診､2歳6ｹ月児歯科健診､3歳
6ｹ月児健診を実施します｡歯科罹患率の減少を目
指すとともに､発達確認､育児相談､支援の充実を
図ります｡

80-83

後期高齢者健康診
査事業

8,704 7,009 75歳以上の高齢者の健康診査を実施します。 80-83

不妊症対策支援事
業

200 400
不妊症の夫婦が医療保険対象外の不妊治療を受け
た場合、その一部を助成します。

82

地域医療特別対策
事業

13,000 10,200
医師、看護師等の不足を解消するため、新たな医
師・看護師等の確保に対して補助金を支給し、地
域医療体制の安定を図ります。

82

乳児妊産婦健康診
査委託事業

4,431 5,935
県内の医療機関において、乳児妊産婦の健診を個
別健診により実施し、健全な母子の育成を図りま
す。

81-83
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在宅当番医制事業 1,775 1,775
休日の救急患者に対応するため、医師会の協力の
下、在宅当番医を置きます。

81-82

看護師養成奨学金
貸付事業

3,600 3,000

看護師の人材育成と確保を図るため、看護師養成
所に在学し、卒業後町内の医療機関等に看護師と
して一定期間継続して勤務する意思のある者に対
して、月額50,000円の奨学金を無利子で貸し付け
ます。

83

予防接種事業 44,035 63,983
日本脳炎、麻しん風しん、Ｂ型肝炎、65歳以上の
季節性インフルエンザ及び新型コロナウイルス感
染症などの予防接種を実施します。

83

健康影響調査業務
委託事業

9,952 0
2023年に発覚した円城浄水場における有機フッ素
化合物（PFAS）検出に伴い、地域住民に対して
PFAS健康影響調査を行います。

79-82

生生活活ししややすすいい安安全全ななままちち　　～～生生活活基基盤盤分分野野　　

本年度
予算額

前年度
予算額

内　　　　　　　　　　容
予算書
ページ

拡
充

小さな拠点整備事
業

2,351 1,016
地域住民が主体的に地域運営の仕組みづくりや課
題解決に向けた取組を行う拠点づくりを支援しま
す。

52-53

交通安全施設整備
事業

6,000 4,500
ガードレール、カーブミラー、区画線などの交通
安全施設を整備します。

54

町営ﾊﾞｽ岡山医療ｾ
ﾝﾀｰ線運行事業

5,768 9,773
「賀陽庁舎」から「きびプラザ」を経由し、「岡
山医療センター」までの区間を本格運行する町営
バスの経費です。

54-56

町内巡回バス運行
事業

22,691 20,956
交通拠点となるきびプラザを起終点とした町内を
巡回する｢へそ８バス｣の実証運行事業です。

54-56

乗合タクシー運行
事業

26,878 22,325
町内の移動を支援するため、デマンド方式でタク
シーを運行します。

55

路線バス運行維持
対策事業

36,011 40,881
路線バスの運行を継続するため、民間の路線バス
会社に補助します。

55

ふれあいタクシー
利用助成事業

840 960
65歳以上の高齢者、障害者、妊産婦が町内移動の
ためタクシーを利用した場合、運賃の1/3を助成
します。

55

高校生通学費等補
助事業

15,000 15,210
高校生が通学するために必要なバス・電車の運賃
や寮費・アパート等の賃借費を補助します。

55

防犯灯設置補助事
業

780 810
自治組織が集落内に設置する防犯灯整備費の一部
を補助します。

56

防犯カメラ設置支
援事業補助金

1,800 2,296
犯罪防止の目的で、不特定多数の人が利用する道
路、公園、駐車場、駐輪場等に防犯カメラを設置
した場合、経費の一部を補助します。

56

吉備高原都市関連
事業

127,744 257,359
吉備高原都市の機能充実や、既存整備地区の公園
等公共施設を維持するための経費や、上水道事業
への支援金です。

56-57

住宅リフォーム補
助事業

6,000 6,000
町内の建築業者による住宅改修を行った場合、そ
の経費の一部を補助します。

98

道路維持管理事業 81,815 63,525
町道の維持修繕に必要な修繕工事、工事材料費等
の経費です。

105-
106

事　　業　　名
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道路維持費補助事
業

9,800 9,700
町が認定した道路の草刈を集落で行った場合、自
治会に補助します。

106

町道新設改良事業 157,631 90,914
町道八丁畷白土線他２路線等の改良等に必要な経
費です。また、道路、橋梁等の長寿命化に向けた
点検にも取り組みます。

106

一円舗装 70,000 70,000
町内一円の町道等の舗装新設、オーバーレイなど
の工事経費です。

106

局所改良補助事業 10,000 10,000
地元施行で町道の小規模な待避所、突角除去、側
溝整備などの工事に必要な経費です。（事業費補
助）

106

橋梁新設改良事業 11,000 12,000 老朽橋の修繕に係る経費です。 106

自主防災組織防災
活動支援事業

2,000 3,000
自治会等の自主防災組織が、防災訓練や防災資機
材の整備などを実施する場合に助成します。

111

防災士資格取得支
援事業

319 319
自治会等の自主防災組織の活動を強化するため、
リーダー役となる防災士の資格取得に必要な受講
料、受験料及び登録料を負担します。

111

農地農業施設災害
復旧事業

8,541 6,862
自然災害により崩壊した農地、農業用施設を復旧
するための工事経費です。

133

土木施設災害復旧
事業

9,031 9,031
自然災害により崩壊した土木施設を復旧するため
の工事経費です。

134

新
規

旧下竹荘小学校改
修工事

102,650 0
教育委員会、子育て推進課及び社会福祉協議会等
の移転に伴う複合施設の整備を行います。

114-
115

新
規

旧津賀小学校・幼
稚園改修工事

306,504 0
加茂川総合事務所、定住促進課及びかもがわ図書
館、津賀公民館等の移転に伴う複合施設の整備を
行います。

47

魅魅力力とと活活気気ののああるるままちち　　～～産産業業振振興興分分野野　　

本年度
予算額

前年度
予算額

内　　　　　　　　　　容
予算書
ページ

企業誘致事業 92,456 92,660
企業の土地取得に伴う設備投資、雇用に対し奨励
金を交付するとともに、新たな企業誘致に向けた
ＰＲ活動、工業団地等の維持管理を行います。

51-53

多面的機能交付金
支払事業

88,593 86,946
農業生産資源の基礎的保全活動や多面的機能の維
持・発揮を支える地域活動を行う活動組織を支援
します。

88-92

有害鳥獣対策事業 34,152 44,322
鳥獣の農業への被害防止策として、防護柵の整備、
狩猟免許取得、捕獲器等の導入、捕獲補助金の支
給等を行います。

88-92

中山間地域等直接
支払制度事業

335,127 303,666
中山間地域等直接支払制度に取り組むために必要
な経費です。

88-92

経営所得安定対策
推進事業

3,782 3,921
国の経営所得安定対策事業に取り組むための事務
経費です。

89-91

担い手育成・確保
対策事業

550 3,050
農業技術に加え、優れた経営感覚を備えた地域農
業のリーダーを確保・育成する事業です。

90-91

新規就農者育成総
合対策事業

3,600 16,350
就農に向けた機械・施設等の導入支援、経営開始
資金の交付等を行い、次世代を担う農業者を育成
します。

90-91

事　　業　　名
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岡山県園芸総合対
策事業

26,000 25,000 各種生産部会へ材料代の助成を行います。 91

園芸産地形成推進
事業

2,150 2,100
園芸戦略品目（ぶどう等）を中心とした生産拡大
やハウス野菜産地の形成のため、苗木の購入、ハ
ウス建設等の事業に対し補助します。

91

新規需要米安定対
策事業

11,610 23,219
米粉用米の出荷と農家所得の向上のため、ＪＡと
出荷契約を交わし、出荷した米粉用米に対して上
乗助成を行います。

92

頑張る農家応援事
業

25,000 30,000 農業用機械の導入補助を行います。 92

農業機械免許取得
事業

300 150
大型特殊免許またはけん引自動車免許の取得経費
を補助します。

92

猟犬治療費補償補
助金

300 325
有害鳥獣の駆除中に猟犬が負傷した場合に、その
治療費等に対して、予算の範囲内において補助金
を交付します。

92

小規模土地改良事
業(農道整備)

15,775 21,205 農道の舗装を行います。（４地区） 94

小規模土地改良事
業(かんがい排水)

13,500 19,280 かんがい排水事業を行います。（２地区） 94

農業水路等長寿命
化・防災減災事業

26,750 43,700
農業用ため池の廃止工事を行うための経費です。
（２地区）

94-95

小規模ため池補強
事業

56,700 60,800
老朽化した農業用ため池の部分改修工事を行うた
めの経費です。

94-95

小規模農林事業等
補助事業

21,000 28,000
地元施行で行う農道改良、用排水路、暗渠排水等
の工事費の一部を補助します。

95

木質資源利活用促
進事業

3,000 3,000
間伐等により発生する木材を「木質バイオマス発
電所」の燃料として、チップ加工する認定事業者
の工場への運搬経費に対して助成します。

97

里山整備促進事業 2,600 3,080
荒廃した里山林等の公益的機能の回復を図るた
め、森林所有者等が行う天然林・竹林の整備に係
る経費の一部を助成します。

97

創業支援事業 3,000 6,000

商工業支援と地域活性化・活力向上のため、町内
で新たに創業をする小規模事業者に対し、事業開
始時に必要な費用の一部を補助します。
補助率3分の2（上限100万円）

99

事業継承支援事業 1,000 1,000

商工業支援と地域活性化・活力向上のため、町内
で事業を継承する小規模事業者に対し、継承に伴
うﾘﾌｫｰﾑや設備更新等の経費の一部を補助しま
す。
補助率3分の2（上限50万円）

99

快快適適なな暮暮ららししののままちち　　～～環環境境保保全全分分野野　　

本年度
予算額

前年度
予算額

内　　　　　　　　　　容
予算書
ページ

交通支障木除去補
助事業

7,500 6,500
自治組織が集落内の町道沿いの交通支障木を共同
で伐採した際、一定額の経費を補助します。

54

希少野生生物保護
事業

541 595
町内の希少な野生動植物を保護するために必要な
経費です。

58-60

事　　業　　名
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合併処理浄化槽設
置事業

13,440 13,050
合併浄化槽設置補助金を拡充し、単独浄化槽、く
み取り槽からの転換を一定額補助します。

84

清掃総務費 2,516 3,460
廃棄物の適正処理・減量化、不法投棄の抑制、ク
リーン作戦の実施等を推進する経費です。

85

ごみ処理事業 221,908 213,349
家庭ごみの処理に要する収集業者委託料、処理負
担金等の経費です。

86

し尿処理事業 52,056 53,986
し尿処理に要する収集業者への手数料、処理負担
金等の経費です。

86

協協働働でで歩歩むむままちち　　～～行行財財政政分分野野　　

本年度
予算額

前年度
予算額

内　　　　　　　　　　容
予算書
ページ

男女共同参画推進
事業

957 389
男女共同参画を進めるために必要な啓発活動の経
費です。

53

公会堂等整備補助
事業

6,000 3,900
自治組織の公会堂などの集会施設の新築、改修に
対し、一定額を補助します。

55

公会堂等水道料補
助事業

2,898 2,898 自治組織が持つ公会堂等の水道料を助成します。 55

自治組織運営補助
事業

26,400 26,400
自治組織に対し運営補助金を交付し、活動を支え
ます。

56

拡
充
地域間交流事業 9,552 1,469

友好交流縁組を結んでいる市町村との交流に係る
経費に加え、新たに米を始めとした「食」の生産
地と消費地とで連携する自治体間農業連携協議会
に加盟し、農産物の安定した供給先や体験交流な
どによる交流人口の持続的な連携を図ります。

58-61

国際化推進事業 3,204 4,211
中国淮安市淮安区との友好交流などを通じて広い
視野や国際感覚を身につける人材育成を行うため
の経費です。

58-61

地域おこし協力隊
事業

21,745 16,254
都市部の人材を誘致し、新たな視点でまちの魅力
の再発見やまちづくりへの提案をもらい、町政に
活かすための経費です。

58-61

定住促進事業 47,654 56,784

Ｕ・Ｉターン者、新規就業者、住宅取得者等に対
し、奨励金を交付します。また、空き家物件の利
用促進をするとともに、移住・定住に向けたＰＲ
活動や支援を行います。

58-61

新
規
農産物の海外輸出
に向けたＰＲ事業

4,480 0
包括連携協定を締結している株式会社天満屋と協
力し、吉備中央町の農産品（ぶどう等）を海外輸
出し、販路拡大の実証実験を行います。

59

首都移転啓発事業 210 200

「首都岡山」の啓発のため、インスタグラムを通
じたキャンペーンや各種ＰＲグッズをイベント等
で配布して事業の普及と吉備中央町への移住の促
進を図ります。

59

協働のまちづくり
事業

12,600 10,900
わっしょい和んさか吉備高原フェスタ開催経費や
協働でひらく新たなまちづくり実践事業に対する
補助金等です。

60-61

事　　業　　名
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未未来来社社会会をを先先行行実実現現すするるままちち
本年度
予算額

前年度
予算額

内　　　　　　　　　　容
予算書
ページ

通信環境整備事業
補助金

116 1,155
65才以上一人暮らし世帯を対象にインターネット
通信環境の整備を促進するため、Wi-Fi整備に対
し補助します。

52

買物環境確保推進
事業補助金

1,334 1,040
買い物サービス「バーチャル商店街」の出店促進
を図るため、町内事業者（小売店等）を対象に出
店料等の助成を行います。

52

デジタル田園都市
推進事業

64,039 64,696
データ連携基盤等を活用し、住民の生活利便性を
向上させる複数のサービスに要する経費です。

52

事　　業　　名
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 件数  金    額 起債借入見込額 元金償還見込額 件数  金    額

一 般 会 計 201 7,794,100 759,600 899,473 188 7,654,227

上水道事業会計 41 908,235 25,000 140,885 41 792,350

下水道事業会計 63 703,961 103,000 54,035 61 752,926

合　　　計 305 9,406,296 887,600 1,094,393 290 9,199,503

７　会計別起債現在高調

借　入　先

令和7年度末
現在高見込額

令和8年度中増減見込額
令和8年度末
現在高見込額

（単位：千円）
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